
予算要求資料
平成30年度9月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　平成３０年７月豪雨観光支援事業費・補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　商工労働部 観光国際局 観光企画課 政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3057）

　　　　　　　                         E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　補正要求額　274,229千円（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	274,229
	274,229
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	274,229
	274,229
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　平成３０年７月豪雨により、災害救助法の適用を行った１１府県（岐阜県、京都府、兵庫県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、愛媛県、高知県、福岡県。以下「災害救助法適用府県」という。）では、宿泊キャンセルが相次いだことに加え、交通網の寸断により、多くの客足に影響を及ぼした。

　　こうしたことから、観光庁では、今も根強く残る風評被害を防止し、観光需要の早期回復を図ることを目的に、新たな補助制度を創設したところであり、この補助制度を活用し、地域の実情やニーズに呼応した風評被害防止策を迅速に支援していく。
（２）事業内容
①周遊旅行促進事業　
災害救助法適用府県のうち２府県以上かつ２泊以上連続して宿泊した場合に、１人１泊あたり最大4,000円を補助。
②代替的交通手段の活用による旅行促進事業　
　　公共交通事業者等が、豪雨被害による被害を受けた地域に発着する代替輸送手段を用意し、かつ低廉な料金を設定した場合に、当該正規料金等の差額（最大40％）を補助。

（３）県負担・補助率の考え方

　国庫補助金（平成30年7月豪雨観光支援事業費補助金）を活用（国10/10）
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	308
	業務旅費

	消耗品費
	500
	事務用品等

	役務費
	100
	通信運搬費

	委託料
	44,797
	プロモーション経費等

	補助金
	228,524
	宿泊割引経費、公共交通等運賃割引経費

	合計
	274,229
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県長期構想
　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）

岐阜県成長雇用戦略

（２）国・他県の状況

　　災害救助法の適用を行った11府県（岐阜県、京都府、兵庫県、鳥取県、島
根県、岡山県、広島県、山口県、愛媛県、高知県、福岡県）で実施予定。
（３）後年度の財政負担
　無
（４）事業主体及びその妥当性
　　県が実施計画をとりまとめ、国から当該県に対し、補助金が交付されること
から、県で実施することが妥当である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・平成３０年７月豪雨による相次ぐ宿泊キャンセルや交通網の寸断によって失われた観光需要を喚起するとともに、風評を払しょくすることで、観光地に賑わいを取り戻す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	観光消費の経済波及効果
	  億円
（H - ）
	4,124億円

（H26）
	4,214億円

（H27）
	4,601億円

（H28）
	5,000億円

（H32）
	92.0 ％

	観光入込客数（実数）
	  万人
（H - ）
	3,686万人
（H26）
	4,360万人
（H27）
	4,696万人
（H28）
	4,600万人

（H32）
	102.1 ％

	外国人延べ宿泊者数
	  万人
（H - ）
	60万人
（H26）
	93万人
（H27）
	 101万人
（H28）
	150万人

（H32）
	67.3 ％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	被災した観光地には今も風評が根強く残っていることに加え、寸
断された交通網の一部区間は未だ再開されていないことから、迅速に観光需要の喚起策及び風評被害の防止策を講じる必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業実施にあたって、宿泊事業者や旅行業者等の協力や助言を得て、効果的かつ効率的な事業スキームを構築し、速やかに実行に移していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・今年度の取組みのみでは、観光需要の回復が見込まれない場合は、翌年の春の行楽シーズンやゴールデンウィーク等も見据え、次年度以降も継続的に取り組んでいく必要がある。



県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	平成３０年７月豪雨観光支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	旅行業者、宿泊施設、旅行者等
（理由）地域の実情やニーズに応じた対策を迅速に実施する必要があるため。

	補助事業の概要
	（目的）観光需要の喚起及び風評被害の防止
（内容）周遊旅行の促進及び代替的交通手段の活用による旅行促進に対する支援。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）１０／１０
（理由）国庫補助金（平成３０年豪雨観光支援事業費補助金を活用するため。

	補助効果
	風評被害の防止及び周遊旅行等の喚起

	終期の設定
	終期３０年度

（理由）平成３０年７月豪雨による風評被害の影響排除に向けた緊急的な支援のため。


（事業目標）
	平成３０年７月豪雨による相次ぐ宿泊キャンセルや交通網の寸断によって失われた観光需要を喚起するとともに、風評を払しょくすることで、観光地に賑わいを取り戻す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H28年度末)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	①観光消費の経済波及効果
	4,601億円
	3,500億円
	5,000億円

	②観光入込客数
	4,696万人
	4,600万人
	4,600万人


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

274,229千円

	指標①目標
	
	
	
	
	3,500億円

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	4,600万人

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	事業実施にあたって、宿泊事業者や旅行業者等の協力や助言を得て、効果的
かつ効率的な事業スキームを構築し、速やかに実行に移していく必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	被災した観光地には今も風評が根強く残っていることに加え、寸
断された交通網の一部区間は未だ再開されていないことから、迅速に観光需要の喚起策及び風評被害の防止策を講じる必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）平成３０年７月豪雨による風評被害の影響排除に向けた緊急的な支援のため。


事業費欄には計算式が埋め込まれています。


内訳入力後【右クリック】→【フィールド更新】で合計の算出が可能です（計算式を使わず、直接入力していただいても差し支えありません。）。





記載要領に従って、文字サイズ等レイアウトを変更しないでください。「財源内訳」の項目の変更もしないでください。


予算要求資料は、それぞれの項目について補足する資料を用意する等簡潔な記載に努め、原則２頁にまとめてください。


なお、公開は「予算要求資料」及び「事業評価調書」のみとなるため、「別紙のとおり」「別添のとおり」などの記載はしないでください。





　事業内容欄の「区分」は、分かりやすい区分としてください。必ずしも「節」毎に整理する必要はありません。





新規事業の場合は全て記載してください。


継続事業の場合は事業内容を精査する上で必要な情報を必要に応じて記載することとし、不必要なものは削除し、番号もふり直してください。








